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2018年度の

売上収益は、前年⽐ 290億円減の 6,840億円、

事業セグメント利益は、 53億円減の 720億円、

営業利益は、昨年あった為替の評価損がなくなったことにより、

33億円増の 719億円、

親会社当期利益は、 39億円増の 539億円 となりました。

営業利益719億円は過去最⾼益となります。
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売上収益の減収要因を説明します。

P&Sは、OEM向けが減少したものの、海外でのブラザーブランド製品は堅調に
推移したことや、電⼦⽂具が堅調だったこともあり、実質22億円の増収。

P&Hは、約18,000㌦する最⾼級刺しゅうミシンが⽶国で⼤ヒットしたことにより、
実質20億円の増収。

ドミノは、欧州・アジアを中⼼に拡⼤し、実質38億円の増収。

マシナリーは、主にIT顧客向けの産業機器の受注減の影響により実質226億円の減収。

N&Cは、通信カラオケ機器のモデルサイクルの⾕間の年だったことや、
機器取引におけるレンタル取引⽐率の増加の影響もあり、実質12億円の減収。

その他、IFRS15号適⽤による売上収益の認識基準の変更による影響で約52億、
円⾼による為替影響額で87億の減収要因があり、

全体で290億円の減収となりました。
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次に、事業セグメント利益の減益要因の分析です。

売上増減は、ドミノ事業の貢献はあったものの、産業機器が減収となった影響をカバーできず、29
億の減益要因となりました。

価格変動は、P&S事業において、収益性改善策としてモノクロLBPの値上げを⾏ってきた効果が⼤
きく、26億の増益要因となりました。

コスト変動は、６億の減益要因となりました。
主にP&S事業におけるコストアップが要因です。

為替影響額は、14億円の減益要因となりました。
通貨別には、ユーロが少し円⾼になったことで、約マイナス６億円の影響が出ました。
残りのマイナス８億円は、主要通貨以外の影響の総額とお考え下さい。

販管費増減は、53億円の減益要因となりました。
事業別には、P&Sとドミノで増加しました。

最後に研究開発費は、24億円の増益要因となりました。
主に、P&Sの開発費⽤抑制影響です。

これらの結果、全体では53億円の減益となりました。
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次に、19年度の業績予想です。

売上収益は、前年⽐ 60億円増の 6,900億円、

事業セグメント利益は、 55億円減の 665億円、

営業利益は、 69億円減の 650億円、

親会社当期利益は、 54億円減の 485億円 を⾒込んでおります。
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2019年度の売上収益、60億円の増収要因を説明します。

P&Sは、実質フラットです。
中期戦略の⽅針どおり、売上規模を維持しつつ、ビジネスモデル変⾰を進めていきます。

P&Hはわずかですが増収を⾒込んでいます。18年度の業績が好調だった⽶国は反動減が
想定されますが、欧州やアジアを伸ばすことでカバーしていきます。

マシナリーは、3事業すべてで増収を⾒込んでいます。
⾜元の産業機器の受注状況は依然として厳しいですが、下期からの回復期待を
織り込んでいます。

N&Cは、通信カラオケ機器の本体販売の増加を⾒込んでいます。

ドミノは、前年同様、欧州・アジア中⼼に拡⼤を⾒込んでいます。

その他事業の増加は、国内における産業⽤印刷事業の拡⼤による影響です。
⼤半は、コーンズ社から譲受した国内におけるドミノビジネスが加わった影響です。

為替は70億円の減収要因となります。

これにより、全体で60億円の増収を⾒込んでいます。
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ここからは、主な事業のアップデートです。

まずP&Sです。

18年度の売上は現地通貨ベースで＋0.5％、ほぼフラットでした。
19年度も同様にフラットを⾒込んでいます。

プリンティング市場は縮⼩傾向にありますが、
ブラザーは収益⼒強化を前提に、強みのあるモノクロレーザーの強化や、
伸びしろのある⼤容量インクモデルなど、ポイントを絞った事業展開を⾏っており、
全ての製品カテゴリーで売上を維持しております。

今期からは新中期戦略の⽅針に基づき、
・モノクロレーザーの優位性の維持
・Eコマース向けのマーケティング強化
・インクタンクモデルなどのTCOモデルの拡販
・消耗品サブスクリプションサービスの拡⼤

などに取り組み、事業の維持・強化を進めてまいります。
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産業機器です。

18年度の売上は、IT向けの落ち込みもあり、前年から⼤きな減収となりました。
しかし、厳しい環境のなか、⾃動⾞・⼀般向けは何とか増収を達成することができました。

19年度は、IT向けは減収となることを⾒込んでいますが、
⾃動⾞関連向けを拡⼤することで、増収を⽬指していきます。

事業強化を⽬指し、18年度はスピーディオシリーズに、機械剛性を⾼め、加⼯能⼒を向上させた「
F600X1」を投⼊したほか、派⽣モデルとして、40本の⼯具を搭載した「R650X2」を投⼊しました
。

19年度は、スピーディオ専⽤のローディングシステムを発売するほか、
事業強化のため、刈⾕のショールームの拡⼤、⻄安⼯場の能⼒強化を進めていきます。
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ドミノ事業です。

18年度の売上は、欧州・アジアを中⼼に安定的な拡⼤が続きました。
19年度も同様に、安定的な拡⼤を⾒込んでいます。

ただ利益⾯では、先⾏投資で膨らんだ販管費が利益を圧迫していることに加え、
開発プロジェクトの⾒直しにより、13億円の除却損を計上するなど、⾜踏みが続いています。

19年度も利益は我慢の年になりそうですが、３ヵ年計画中には利益拡⼤ステージに移れるよう、開
発や営業強化を進めてまいります。

開発⾯では、引き続きブラザーのサポートにより、開発プロセスの改善を進めていきます。

営業⾯では、コーンズ社から国内におけるドミノビジネスを取得しました。
「ブラザー・インダストリアル・プリンティング株式会社」として、4⽉からスタートしております。

なお、管理の都合上、セグメントはドミノではなく、「その他」にて開⽰して参ります。



14

株主還元です。

2018年度は従来の基準に基づいて、年間60円の配当、配当性向は28.9％となります。

2019年度からの3年間は、新中期戦略の発表時に公表した通り、
連結配当性向の⽬安を35％に引き上げます。

これにより、2019年度は、2018年度から６円の増配となる年間66円、
配当性向35.3％の配当を予定しております。
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財務の状況です。
総資産は前年度末⽐で３億円の増加と、基本的には⼤きな変化はありません。

堅調な業績を受け、ネットキャッシュが294億円改善し、343億円、
株主資本⽐率は59.9％となり、財務健全性はより強固な状態となっております。

期末の棚卸資産は1,285億円となり、前年度末から116億円増加となりました。
18年度は⼯場における⽣産活動を平準化したことにより、P&S事業を中⼼に全体的に
在庫⽔準が⾼くなっています。
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キャッシュフローを、ネットキャッシュの増減という視点で分析したグラフです。
ネットキャッシュは49億円から343億円へ、294億円増加しました。

FCFは507億円と⾼い⽔準となりました。
業績が堅調だったことに加え、設備投資が270億円と通常の年度に⽐べると少なかったことが
要因です。

19年度は設備投資で前年⽐115億円の増加を⾒込むほか、
税前利益も70億程度の減益を⾒込んでいることもあり、FCFは18年度より150億円程度
⽔準が下がる⾒込みです。

新中期戦略では、３年間累計でのFCFを1,000〜1,200億と想定しており、
今期はそれに沿った推移となる⾒通しです。
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設備投資です。

18年度はP&Sが製品投⼊サイクルの⾕間だったことで、
全体で前年度に⽐べ70億円少ない270億円という⽔準でした。

19年度はP&Sも通常の設備投資⽔準に戻るほか、
N&Cも新モデルの投⼊で貸与資産や店舗設備の投資が増加する⾒込みです。
これにより、全体では18年度に⽐べ、115億円の増加となる385億円を⾒込んでいます。

研究開発費です。

こちらも18年度はP&Sの⽔準が低かったことで、前年度に⽐べ24億円少ない
433億円という⽔準でした。

19年度もP&Sはそれほど増加しませんが、事業拡⼤⽅針に合わせ、
マシナリーで10億円増加する予定です。
N&Cも新製品開発に伴う⼀時的な増加を⾒込んでいます。
これにより、全体では18年度に⽐べ25億円の増加となる458億円を⾒込んでいます。

説明は以上です。
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